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第１　会 社 の 概 況         

１．資 本 金 の 増 減         

前事業年度末現在の資本金 当 半 期 中 の 増 減 当半期末現在の資本金

1,707,000千円 －千円 1,707,000千円

２．株 式 の 総 数         

種 類 会社が発行する株式の総数 摘 要

普 通 株 式 20,000,000株 （注）

計 20,000,000株

　（注）　「自己株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。

　　　　　なお、当中間期は、自己株式の消却は行っておりません。

発 行 数
記名・無記名
の別及び額面
・無額面の別

種類 当該半期末現在
(平成11年９月30日現在)

提 出 日 現 在
(平成11年12月17日現在)

上場証券取引所名
又は登録証券業
協 会 名

摘 要

記名式・額面株式
（券面額　50円）

普通
株式 12,979,200株 12,979,200株 日本証券業協会

議決権を有し
ております。

発

行

済

株

式
計 12,979,200 12,979,200

３．株 式 の 状 況         

(1）大 株 主 の 状 況         （平成11年９月30日現在）

氏 名 又 は 名 称 所 有 株 式 数
発行済株式総数に対する
所 有 株 式 数 の 割 合

千株 ％

セントラルユニ従業員持株会 1,007 7.76

増 田 貞 満 840 6.48

荒 井 範 雄 748 5.77

荒 井 精 一 622 4.80

株 式 会 社 富 士 銀 行 585 4.51

田 中 貞 夫 506 3.90

株 式 会 社 西 日 本 銀 行 437 3.37

第 一 生 命 保 険 相 互 会 社 432 3.33

株 式 会 社 福 岡 銀 行 397 3.06

株 式 会 社 肥 後 銀 行 391 3.01

計 5,968 45.99
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(2）議 決 権 の 状 況         （平成11年９月30日現在）

議 決 権 の あ る 株 式 数
議決権のない株式数

自 己 株 式 等 そ の 他
単 位 未 満 株 式 数 摘 要

発
行
済
株
式 － 1,000 12,868,000 110,200 （注）1.2

　（注）１．「単位未満株式数」には当社所有の自己株式360株が含まれております。

２．「議決権のある株式数」の「その他」及び「単位未満株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式

がそれぞれ23,000株及び360株含まれております。

所 有 者 の 氏 名 又 は 名 称 等 所 有 株 式 数

氏 名 又 は 名 称 住 所 自己名義 他人名義 計

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合

摘 要

株式会社セントラルユニ
北九州市小倉北区
清水一丁目
13番20号

1,000 － 1,000 0.00

自

己

株

式

等
計 1,000 － 1,000 0.00

４．株価及び株式売買高の推移

月 別 平成11年４月 ５　月 ６　月 ７　月 ８　月 ９　月

最 高 870 830 890 1,050 1,000 1,190

最 低 700 700 707 800 830 900

当該半期中における

月別最高・最低株価

及 び 株 式 売 買 高

売 買 高 408 109 287 437 326 559

　（注）　最高・最低株価及び株式売買高は、日本証券業協会の公表のものであります。

５．役 員 の 異 動         

(1）新 任 役 員         

　該当事項はありません。

(2）退 任 役 員         

　該当事項はありません。

(3）役 職 の 異 動         

　該当事項はありません。

６．従 業 員 の 状 況         

従 業 員 数 平 均 給 与 月 額

231人 365,601円

　（注）１．平均給与月額は、平成11年９月分の税込支払給与額の平均であり、基準外賃金を含み賞与は含めており

ません。

２．当社では、上記の正社員のほか、臨時雇用者を採用しており、平成11年９月末現在16人であります。

株 株 株 株

株 株 株 ％

円

円

千株



－　　－

（4）／ 99/12/22 17:36（99/12/07 8:57）／ 97／73837／第１会社の概況／(株)セントラルユニ様／半期

4

第２　事業及び営業の状況

１．事 業 の 状 況         

(1）合 併 等         

　該当事項はありません。

(2）営業の主要部分の譲渡契約等の概要

　該当事項はありません。

(3）営業の主要部分の賃貸借、技術援助契約等の概要

　該当事項はありません。

(4）研究開発活動の概要

　特記すべき事項はありません。

２．営 業 の 状 況         

(1）概 況         

　当中間期におけるわが国の経済は、政府の経済対策により景気回復の兆しが見えた感がありましたが、民間企

業における設備投資の停滞、雇用環境の悪化から所得が減退し、個人消費の低迷などにより、景気が回復しない

状況で推移してまいりました。

　当社関連の医療業界におきましても、引き続く国の総医療費抑制策から、医療機関の経営が一層厳しくなり、

設備投資の低迷するなか受注競争が厳しい状況で推移しております。

　このような状況のもとで、全社を挙げて経営体質の強化に取り組むとともに、積極的な営業活動を展開した結

果、需要が拡大しているオートアンプルディスペンサー、フードサービスシステム、サインシステムの売上が好

調に推移してまいりました。

　一方、鉄鋼業界におきましては、景気停滞感が強く、受注単価の切り下げや受注競争の激化するなか、パーツ

販売に注力してまいりましたが、売上増には至りませんでした。

　この結果、当中間期におきましては

売　上　高　　　　53億67百万円　（前年同期比 　1.0％増）

経 常 利 益     　　　　 3億57百万円　（前年同期比　18.8％増）

中間純利益　　　　 3億20百万円　（前年同期比　25.1％増）

　となりました。また、当中間期末の受注残高は112億80百万円（前年同期比0.9％増）となりました。

　今後の見通しといたしましては、景気は依然として予断を許さない状況が続くものと思われます。

　医療業界におきましては、厚生行政の制度改革により病院施設の改善、老人保健施設、介護施設の整備などが

進められ、また、福祉設備機器の需要が急速に拡大しております。当社といたしましては、このような環境に対

処するため、市場ニーズに対応した商品の開発に注力し拡販を図っていきたいと考えております。また、地域に

密着した営業活動を強化し、総力を挙げて受注拡大に努め、業績向上に邁進する所存であります。

　また、コンピュータ西暦2000年問題につきましては、経営の重要課題と認識しており、対応は平成11年９月30

日までに完了しております。

　なお、2000年問題対応に必要となる費用は、業績に重大な影響を及ぼすことはないものと考えております。

　（注）　消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっているため、この項

に記載の売上高、生産実績、販売実績等の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）生 産 能 力         

　当半期中には、前期と比較して生産能力に著しい変動はありません。
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(3）生 産 実 績         

１）生 産 実 績         （単位：千円）

期　　別

区　　分

前　中　間　期
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当　中　間　期
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

医 療 設 備 工 事 1,620,385 1,646,234工

事 小 計 1,620,385 1,646,234

医 療 設 備 機 器 1,104,192 885,877

物 品 管 理 241,115 334,755

環 境 衛 生 94,883 66,180

フ ー ド 46,739 82,783

鉄 鋼 245,931 137,960

サ イ ン 44,065 179,188

製

品
小 計 1,776,927 1,686,747

合 計 3,397,313 3,332,981

　（注）　金額は、製造原価で表示しております。

２）商 品 仕 入 実 績         （単位：千円）

期　　別

区　　分

前　中　間　期
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当　中　間　期
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

医 療 機 器 11,022 28,976

環 境 衛 生 68,960 13,885

合 計 79,982 42,861

　（注）　金額は、仕入価格で表示しております。
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(4）受 注 状 況         （単位：千円）

前　中　間　期
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当　中　間　期
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

前　　　期
平成11年
３月31日

期　　別

区　　分 受 注 高 受 注 残 高 受 注 高 受 注 残 高 受 注 残 高

医 療 設 備 工 事 2,873,065 7,910,385 1,510,037 7,531,741 8,182,860工

事 小 計 2,873,065 7,910,385 1,510,037 7,531,741 8,182,860

医 療 設 備 機 器 1,497,702 1,008,429 2,182,825 1,891,483 1,558,054

物 品 管 理 234,522 1,115,592 327,361 532,863 744,596

環 境 衛 生 334,709 441,549 256,901 324,461 170,260

フ ー ド 74,793 239,598 428,140 387,633 56,078

鉄 鋼 288,280 63,089 162,830 41,448 112,183

サ イ ン 77,860 395,300 157,960 451,000 492,400

製

品
小 計 2,507,869 3,263,560 3,516,019 3,628,891 3,133,574

医 療 機 器 14,557 1,315 117,172 120,200 49,900

環 境 衛 生 162,488 400 138,728 － －

商

品
小 計 177,046 1,715 255,901 120,200 49,900

合 計 5,557,981 11,175,660 5,281,958 11,280,832 11,366,334

　（注）１．金額は、販売価格で表示しております。

２．数量については、同一品目のなかでも種類が多く、かつ仕様も多岐にわたるため記載を省略しておりま

す。

(5）販 売 実 績         （単位：千円）

期　　別

区　　分

前　中　間　期
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当　中　間　期
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

医 療 設 備 工 事 2,297,160 2,161,155工

事 小 計 2,297,160 2,161,155

医 療 設 備 機 器 1,922,546 1,849,396

物 品 管 理 312,215 539,094

環 境 衛 生 114,222 102,701

フ ー ド 57,477 96,585

鉄 鋼 379,331 233,565

サ イ ン 53,160 199,360

製

品
小 計 2,838,953 3,020,703

医 療 機 器 15,342 46,872

環 境 衛 生 162,088 138,728

商

品
小 計 177,431 185,601

合 計 5,313,545 5,367,460

　（注）　数量については、同一品目のなかでも種類が多く、かつ仕様も多岐にわたるため記載を省略しております。
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第３　設 備 の 状 況         

１．設 備 の 異 動         

　当半期中には、生産能力に重要な影響を及ぼす設備の異動はありません。

２．設 備 計 画         

　特記すべき事項はありません。
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第４　経 理 の 状 況         

１．当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第49期中間会計期間（平成10年４月１日から平成10年９月30日まで）は改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、第50期中間会計期間（平成11年４月１日から平成11年９月30日まで）は改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。

　また、中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、千円未満の金額を切り捨てて記載しております。

２．当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第49期中間会計期間（平成10年４月１日から平成10年９月30

日まで）及び第50期中間会計期間（平成11年４月１日から平成11年９月30日まで）の中間財務諸表について、太田

昭和監査法人の中間監査を受け、「経理の状況」の末尾のとおり中間監査報告書を受領しております。
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１．中 間 財 務 諸 表         

(1）中 間 貸 借 対 照 表         （単位：千円）

前中間会計期間末

(平成10年９月30日現在)

当中間会計期間末

(平成11年９月30日現在)

前 事 業 年 度 の        
要約貸借対照表        
(平成11年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（資 産 の 部） ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 資 産

１．現 金 及 び 預 金 ※３ 5,103,713 5,460,197 5,059,896

２．受 取 手 形 2,511,631 2,339,822 2,738,325

３．売 掛 金 1,274,631 1,217,056 2,446,185

４．完 成 工 事 未 収 入 金 580,018 732,839 1,208,322

５．有 価 証 券 1,200,253 1,001,575 1,001,174

６．棚 卸 資 産 2,712,453 3,076,622 2,651,407

７．そ の 他 46,022 47,149 38,418

８．貸 倒 引 当 金 △　　25,930 △　　19,200 △　　37,800

流 動 資 産 合 計 13,402,795 77.7 13,856,064 79.5 15,105,930 80.6

Ⅱ 固 定 資 産

１．有 形 固 定 資 産 ※１
※２

(1）建 物 1,058,031 969,922 1,016,419

(2）土 地 1,213,260 1,213,260 1,213,260

(3）そ の 他 445,687 401,330 424,945

有 形 固 定 資 産 合 計 2,716,979 15.8 2,584,513 14.8 2,654,625 14.2

２．無 形 固 定 資 産 9,304 0.1 44,312 0.3 9,188 0.0

３．投資その他の資産 ※３

(1）投 資 有 価 証 券 397,424 257,950 260,680

(2）そ の 他 713,066 676,464 716,361

投資その他の資産合計 1,110,491 6.4 934,414 5.4 977,042 5.2

固 定 資 産 合 計 3,836,774 22.3 3,563,240 20.5 3,640,856 19.4

資 産 合 計 17,239,570 100.0 17,419,305 100.0 18,746,786 100.0
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（単位：千円）

前中間会計期間末

(平成10年９月30日現在)

当中間会計期間末

(平成11年９月30日現在)

前 事 業 年 度 の        
要約貸借対照表        
(平成11年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（負 債 の 部） ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 負 債

１．支 払 手 形 1,854,485 1,906,200 2,261,087

２．買 掛 金 472,336 718,522 1,011,759

３．工 事 未 払 金 293,981 171,704 292,609

４．短 期 借 入 金 ※２ 2,900,000 2,500,000 2,900,000

５．未 払 金 65,091 107,690 102,348

６．未 払 法 人 税 等 57,001 33,790 146,001

７．未 払 事 業 税 等 22,764 － －

８．未 成 工 事 受 入 金 391,346 467,690 374,165

９．賞 与 引 当 金 120,331 158,682 114,400

10．そ の 他 ※４ 161,550 115,820 159,028

流 動 負 債 合 計 6,338,888 36.8 6,180,100 35.5 7,361,400 39.3

Ⅱ 固 定 負 債

１．役 員 退 職 引 当 金 267,962 26,298 274,480

２．そ の 他 6,000 9,000 6,000

固 定 負 債 合 計 273,962 1.6 35,298 0.2 280,480 1.5

負 債 合 計 6,612,850 38.4 6,215,399 35.7 7,641,880 40.8

（資 本 の 部）

Ⅰ 資 本 金 1,707,000 9.9 1,707,000 9.8 1,707,000 9.1

Ⅱ 資 本 準 備 金 2,860,630 16.6 2,860,630 16.4 2,860,630 15.2

Ⅲ 利 益 準 備 金 169,400 1.0 192,000 1.1 169,400 0.9

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金

１．任 意 積 立 金 5,000,000 5,500,000 5,000,000

２．中間(当期)未処分利益 889,689 944,275 1,367,875

そ の 他 の 剰 余 金 合 計 5,889,689 34.1 6,444,275 37.0 6,367,875 34.0

資 本 合 計 10,626,719 61.6 11,203,905 64.3 11,104,905 59.2

負 債 ・ 資 本 合 計 17,239,570 100.0 17,419,305 100.0 18,746,786 100.0
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(2）中 間 損 益 計 算 書         （単位：千円）

前中間会計期間        

自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当中間会計期間        

自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

前 事 業 年 度 の        
要約損益計算書        
自　平成10年４月１日
至　平成11年３月31日

期　　別

科　　目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ 売 上 高 5,313,545 100.0 5,367,460 100.0 13,224,079 100.0

Ⅱ 売 上 原 価 3,373,825 63.5 3,315,915 61.8 8,653,825 65.4

売 上 総 利 益 1,939,720 36.5 2,051,544 38.2 4,570,253 34.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,631,089 30.7 1,788,387 33.3 3,310,389 25.1

営 業 利 益 308,631 5.8 263,156 4.9 1,259,863 9.5

Ⅳ 営 業 外 収 益 ※１ 142,892 2.7 118,205 2.2 187,089 1.4

Ⅴ 営 業 外 費 用 ※２ 150,922 2.8 24,262 0.4 118,173 0.9

経 常 利 益 300,601 5.7 357,099 6.7 1,328,779 10.0

Ⅵ 特 別 利 益 ※３ 26,623 0.5 23,632 0.4 15,247 0.1

Ⅶ 特 別 損 失 ※４ 37 0.0 15,002 0.3 14,156 0.0

税引前中間(当期)純利益 327,188 6.2 365,729 6.8 1,329,871 10.1

法 人 税 及 び 住 民 税 70,845 1.4 － － － －

法人税、住民税及び事業税 － － 44,953 0.8 595,342 4.5

中間（当期）純利益 256,342 4.8 320,776 6.0 734,529 5.6

前 期 繰 越 利 益 633,346 623,499 633,346

中間(当期)未処分利益 889,689 944,275 1,367,875
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中間財務諸表作成の基本となる事項

期　　別

項　　目

前中間会計期間        
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当中間会計期間        
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

○減価償却費の計上基準

　減価償却費は、当中間会計期間末にお

ける固定資産の年間減価償却費見積額の

２分の１を計上しております。

○減価償却費の計上基準

同　　　　左

○役員退職引当金繰入額の計上基準

　役員退職金内規に基づく年間繰入見積

額の２分の１を計上しております。

○役員退職引当金繰入額の計上基準

（役員退職引当金制度の廃止）

　従来、役員退職金内規に基づく年間繰

入見積額の２分の１を計上しておりまし

たが、当期において、役員報酬・退職金

制度の見直しを行い、平成11年７月１日

付で役員退職金制度を廃止しました。

　なお、役員退職引当金の既引当金残高

は、各役員の退職時に、当該役員に対す

る引当額を支給し、取崩すこととしてお

ります。

○賞与引当金繰入額の計上基準

　当中間会計期間の属する事業年度の賞

与発生見積額の２分の１相当額から当中

間会計期間における賞与支給額（前期末

引当金残高を控除した額）を控除した金

額を計上しております。

（追加情報）

　賞与引当金は、従来、法人税法の規定

に基づく支給対象期間基準による繰入限

度相当額を計上しておりましたが、平成

10年度の法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間から支給見込額基準（改正前の

法人税法上の支給対象期間基準による繰

入限度額を基礎に、将来の支給見込を加

味して算定する方法）により計上する方

法に変更いたしました。

　この変更による当中間財務諸表に与え

る影響は軽微であります。

○賞与引当金繰入額の計上基準

　当中間会計期間の属する事業年度の賞

与発生見積額の２分の１相当額から当中

間会計期間における賞与支給額（前期末

引当金残高を控除した額）を控除した金

額を計上しております。

○法人税及び住民税並びに事業税の計上

基準

　当中間会計期間を一事業年度とみなし

て計算した税額を計上しております。

○法人税及び住民税並びに事業税の計上

基準

同　　　　左

１．事業年度の財務諸表作成

のために採用している会

計処理の原則及び手続と

異なる会計処理の基準

○実地棚卸の省略

　当中間期における棚卸資産の棚卸高

は、実地棚卸を行わないで、前事業年度

に係る実地棚卸高を基礎として、帳簿棚

卸によって算定しております。

○実地棚卸の省略

同　　　　左
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期　　別

項　　目

前中間会計期間        
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当中間会計期間        
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

２．棚卸資産の評価基準及び

評価方法

商　　　　　品…移動平均法による原価法

製品及び仕掛品

注　 文 　品…個別法による原価法

標　 準 　品…移動平均法による原価法

原　　材　　料…移動平均法による原価法

未成工事支出金…個別法による原価法

同　　　　左

３．棚卸資産以外の資産につ

いて原価基準以外の基準

を採用している場合の評

価基準

取引所の相場のある有価証券

…移動平均法による低価

法（切放し方式）

同　　　　左

４．有形固定資産の減価償却

の方法

　法人税法の規定に基づく定率法を採用

しております。

　なお、取得価額10万円以上20万円未満

の少額減価償却資産については、一括償

却資産として法人税法に規定する方法に

より、３年間で均等償却する方法によっ

ております。

（追加情報）

　有形固定資産の取得価額基準は、従来

20万円でしたが、平成10年度の法人税法

の改正に伴い、当中間会計期間から10万

円に変更しております。

　なお、10万円以上20万円未満のものに

ついては、３年間で均等償却する方法を

採用しております。

　この変更に伴い、前中間会計期間と同

一の基準によった場合に比べ、営業利

益、経常利益及び税引前中間純利益は、

それぞれ2,747千円多く計上されており

ます。

　また、建物（建物附属設備は除く）に

ついては、平成10年度の法人税法の改正

に伴い、当中間会計期間から耐用年数を

短縮しております。

　この変更に伴い、前中間会計期間と同

一の基準によった場合に比べ、営業利

益、経常利益及び税引前中間純利益は、

それぞれ2,050千円少なく計上されてお

ります。

　法人税法の規定に基づく定率法を採用

しております。

　なお、取得価額10万円以上20万円未満

の少額減価償却資産については、一括償

却資産として法人税法に規定する方法に

より、３年間で均等償却する方法によっ

ております。

（追加情報）

　有形固定資産の耐用年数は、原則とし

て法人税法に定める耐用年数を適用して

おりますが、当中間会計期間から一部の

工具、器具及び備品（金型）について

は、経済的使用価値を勘案し、税法基準

より１年延長した耐用年数を適用してお

ります。

　なお、この変更に伴う影響額は、軽微

であります。

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同　　　　左

６．その他中間財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項

消費税等の会計処理について

　消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

同　　　　左
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（追 加 情 報         ）

期　　別

項　　目

前中間会計期間        
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当中間会計期間        
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

事業税 　前中間期において、「販売費及び一般

管理費」に含めて表示しておりました

「事業税」（当中間期8,308千円）は、

中間財務諸表等規則の改正により「法人

税及び住民税」（当中間期36,645千円）

に含め、当中間期においては、「法人

税、住民税及び事業税」として表示して

おります。

自社利用ソフトウェア 　前中間会計期間まで投資その他の資産

「その他」に計上していたソフトウェア

については「研究開発費及びソフトウェ

アの会計処理に関する実務指針」（日本

公認会計士協会　会計制度委員会報告第

12号　平成11年３月31日）における経過

措置の適用により、従来の会計処理方法

を継続して採用しております。ただし、

同報告により上記に係るソフトウェアの

表示については、投資その他の資産の

「その他」から無形固定資産に変更し、

減価償却の方法については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。

表 示 方 法 の 変 更         

前中間会計期間        
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当中間会計期間        
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

　未払事業税及び未払事業所税については、前中間期に

おいては「未払事業税等」として表示しておりました

が、当中間期においては未払事業税（8,308千円）につ

いては「未払法人税等」に含め、未払事業所税（3,600

千円）については流動負債の「未払金」に含めて表示し

ております。
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注 記 事 項         

（中間貸借対照表関係）

期　　別
項　　目

前中間会計期間末
（平成10年９月30日現在）

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

前 事 業 年 度 末        
（平成11年３月31日現在）

※１　有形固定資産の減価償

却累計額
1,016,823千円 1,114,132千円 1,061,879千円

※２　担保資産

(1）担保に供している資産

建 物 182,772千円 168,728千円 175,403千円

土 地 81,144 81,144 81,144

計 263,917 249,873 256,548

(2）担保資産に対応する債務

短 期 借 入 金 140,000千円 140,000千円 140,000千円

※３　主な外貨建資産

(1）現金及び預金 118,864千ウォン

（11,672千円）

143,552千ウォン

（12,747千円）

134,969千ウォン

（13,429千円）

(2）投資その他の資産

(関係会社株式)

127,000千ウォン

（34,424千円）

103,000千ウォン

（27,934千円）

103,000千ウォン

（27,934千円）

※４　消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消

費税等は、相殺のうえ流

動負債「その他」に含め

て表示しております。

同　　　　左
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（中間損益計算書関係）

期　　別

項　　目

前中間会計期間
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当中間会計期間
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

前 事 業 年 度       
自　平成10年４月１日
至　平成11年３月31日

※１　営業外収益の主要項目

受 取 利 息 14,234千円 4,840千円 25,461千円

有 価 証 券 利 息 5,878 3,370 9,931

受 取 配 当 金 52,204 49,973 52,791

受取配当金は上半期に集

中して発生しており、下

半期の発生見込額は約582

千円であります。

受取配当金は上半期に集

中して発生しており、下

半期の発生見込額は約586

千円であります。

受 取 賃 貸 料 18,892 18,999 37,898

受 取 保 険 金 45,310 36,099 45,310

※２　営業外費用の主要項目

支払利息及び割引料 25,068千円 10,561千円 41,157千円

有 価 証 券 評 価 損 114,930 1,730 55,374

有 価 証 券 売 却 損 169 － 133

為 替 差 損 － 1,533 －

支 払 賃 借 料 10,753 10,437 21,507

※３　特別利益の主要項目

車両運搬具売却益 653千円 34千円 1,147千円

貸倒引当金戻入益 25,970 18,600 14,100

役員退職引当金戻入益 － 4,997 －

※４　特別損失の主要項目

車両運搬具売却損 37千円 572千円 473千円

建 物 除 却 損 － 7,276 992

構 築 物 除 却 損 － － 517

工具器具及び備品除却損 － 6,139 5,313

投資有価証券売却損 － － 5,687

有 価 証 券 評 価 損 － 1,000 1,172

　５　減価償却実施額

有 形 固 定 資 産 96,271千円 90,872千円 198,249千円

無 形 固 定 資 産 116 6,094 232
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（リ ー ス 取 引 関 係         ）

期　　別

項　　目

前中間会計期間        
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当中間会計期間        
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

前 事 業 年 度        
自　平成10年４月１日
至　平成11年３月31日

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・

リース取引

（注）取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。

同　　　　左 （注）取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定しております。

２．未経過リース料中間期末残

高相当額

２．未経過リース料中間期末残

高相当額

２．未経過リース料期末残高相

当額

１ 年 内 25,625千円 １ 年 内 31,263千円 １ 年 内 24,827千円

１ 年 超 62,534千円 １ 年 超 54,347千円 １ 年 超 50,283千円

合 計 88,160千円 合 計 85,611千円 合 計 75,110千円

（注）未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法

により算定しておりま

す。

同　　　　左 （注）未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利

子込み法により算定して

おります。

３．当中間期の支払リース料及

び減価償却費相当額

３．当中間期の支払リース料及

び減価償却費相当額

３．支払リース料及び減価償却

費相当額

支払リース料 12,793千円 支払リース料 15,033千円 支払リース料 25,842千円

減価償却費相当額 12,793千円 減価償却費相当額 15,033千円 減価償却費相当額 25,842千円

４．減価償却費相当額の算定方

法

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方

法

同　　　　左

４．減価償却費相当額の算定方

法

同　　　　左

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円

そ の 他
工具器具
及び備品

148,381 62,769 85,611

合 計 148,381 62,769 85,611

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期 末
残 高
相当額

千円 千円 千円

そ の 他
工具器具
及び備品

125,763 50,652 75,110

合 計 125,763 50,652 75,110

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円

そ の 他
工具器具
及び備品

130,491 42,331 88,160

合 計 130,491 42,331 88,160
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（有価証券の時価等関係）

有　価　証　券　の　時　価　等
（単位：千円）

前中間会計期間末（平成10年９月30日現在) 当中間会計期間末（平成11年９月30日現在) 前事業年度末（平成11年３月31日現在）期　　別

種　　類
中間貸借対
照表計上額

時 価 評 価 損 益
中間貸借対
照表計上額

時 価 評 価 損 益
貸借対照表
計 上 額

時 価 評 価 損 益

(1）流動資産に属するもの

株 式 76 58 △　　 18 1,313 1,346 33 495 536 40

債 券 － － － － － － － － －

そ の 他 － － － － － － － － －

小 計 76 58 △　　 18 1,313 1,346 33 495 536 40

(2）固定資産に属するもの

株 式 162,575 160,569 △　2,006 219,228 277,602 58,374 220,958 221,098 139

債 券 － － － － － － － － －

そ の 他 － － － － － － － － －

小 計 162,575 160,569 △　2,006 219,228 277,602 58,374 220,958 221,098 139

合 計 162,652 160,627 △　2,025 220,541 278,949 58,407 221,453 221,634 180

（注）

項 目 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前 事 業 年 度 末        

１．時価の算定方法

(1）上場有価証券 主に東京証券取引所の最終価格

によっております。

同　　　　左 同　　　　左

(2）店頭売買有価証券 日本証券業協会が公表する売買

価格等によっております。

同　　　　左 同　　　　左

２．自己株式 流動資産に属する「株式」に含

まれております。

なお、自己株式の評価損益は、

△18千円であります。

流動資産に属する「株式」に含

まれております。

なお、自己株式の評価損益は、

33千円であります。

流動資産に属する「株式」に含

まれております。

なお、自己株式の評価損益は、

40千円であります。

（流動資産）

(1）マネー・マネージメント・

ファンド

500,253千円

(2）追加型公社債投資信託

700,000千円

（流動資産）

(1）マネー・マネージメント・

ファンド

501,575千円

(2）追加型公社債投資信託

500,000千円

（流動資産）

(1）マネー・マネージメント・

ファンド

501,174千円

(2）追加型公社債投資信託

500,000千円

３．開示の対象から除いた

有価証券の中間貸借対

照表計上額及び貸借対

照表計上額

（固定資産）

(1）店頭売買株式を除く非上場

株式

427,644千円

(2）外国投資信託

195,126千円

（固定資産）

(1）店頭売買株式を除く非上場

株式

420,154千円

（固定資産）

(1）店頭売買株式を除く非上場

株式

421,154千円
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前中間会計期間
自　平成10年４月１日
至　平成10年９月30日

当中間会計期間
自　平成11年４月１日
至　平成11年９月30日

前 事 業 年 度       
自　平成10年４月１日
至　平成11年３月31日

(1）取 引 の 内 容         

　当社は、為替予約取引を利用し

ております。

(1）取 引 の 内 容         

同　　　　左

(1）取 引 の 内 容         

同　　　　左

(2）取引に対する取組方針

　当社は、通常の外貨建営業取引

に係る輸出入実績等を踏まえ、必

要な範囲内で為替予約取引を行っ

ております。

(2）取引に対する取組方針

同　　　　左

(2）取引に対する取組方針

同　　　　左

(3）取 引 の 利 用 目 的         

　当社は、外貨建債権債務に係る

為替相場の変動リスクを回避する

目的で、為替予約取引を行ってお

ります。

(3）取 引 の 利 用 目 的         

同　　　　左

(3）取 引 の 利 用 目 的         

同　　　　左

(4）取引に係るリスクの内容

　当社が利用している為替予約取

引は、為替相場の変動によるリス

クを有しております。

　なお、当社の為替予約取引の契

約先はいずれも信用度の高い国内

の銀行であるため、相手方の契約

不履行によるリスクはほとんどな

いと認識しています。

(4）取引に係るリスクの内容

同　　　　左

(4）取引に係るリスクの内容

同　　　　左

(5）取引に係るリスク管理体制

　当社は、通常の営業取引に係る

為替予約取引は、上記(2）取引に

対する取組方針に基づき営業統括

部海外室が取引の都度、経理部と

協議の上行っております。

　なお、取引に関する管理規程は

特に設けておりません。

(5）取引に係るリスク管理体制

同　　　　左

(5）取引に係るリスク管理体制

同　　　　左

(6）取引の時価等に関する事項につ

いての補足説明

　特記すべき事項はありません。

(6）取引の時価等に関する事項につ

いての補足説明

同　　　　左

(6）取引の時価等に関する事項につ

いての補足説明

同　　　　左
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２．取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

（通 貨 関 連         ） （単位：千円）

前中間会計期間末
（平成10年９月30日現在）

当中間会計期間末
（平成11年９月30日現在）

前 事 業 年 度 末        
（平成11年３月31日現在）

契 約 額 等 契 約 額 等 契 約 額 等

区

分

種 類

う ち
一年 超

時 価
評 価
損 益 う ち

一年 超

時 価
評 価
損 益 う ち

一年 超

時 価
評 価
損 益

為替予約取引

　売 建

米 ド ル － － － － 6,591 － 6,398 192 － － － －

　買 建

米 ド ル － － － － 12,246 － 12,323 76 － － － －

市
場
取
引
以
外
の
取
引

スウェーデン
ク ロ ー ネ

65,599 － 58,209 △7,390 － － － － － － － －

合 計 65,599 － 58,209 △7,390 － － － 268 － － － －

　（注）

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前 事 業 年 度 末        

時 価 の 算 定 方 法         

　為 替 予 約 取 引         

　中間会計期間末の時価は先物相

場を使用しております。

時 価 の 算 定 方 法         

　為 替 予 約 取 引         

同　　　　左

（重 要 な 後 発 事 象         ）

　該当事項はありません。

２．そ の 他         

　該当事項はありません。
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第二部　保証会社等の情報

該当事項はありません。


